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告　　　　　示

○公共測量の終了の通知…………………………………（管理課）２
○都市計画の変更図書の写しの縦覧（４件）……（都市計画課）３
　　　公安委員会公告
○警備員等の検定の実施について……………………………………３
　　　労働委員会告示
○宮崎県労働委員会のあっせん員候補者の氏名、
　閲歴等の公示…………………………………………………………４
　　　選挙管理委員会告示
○選挙権を有する者の総数の50分の１の数及び３
　分の１の数……………………………………………………………５
○選挙区における選挙権を有する者の総数の３分
　の１の数………………………………………………………………５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　告　　　示
○生活保護法に基づく医療機関の指定……………（福祉保健課）１
○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止の届出…（　　〃　　）１
○林業用種苗生産事業者の登録……………………（森林経営課）１
○歳入の収納の事務の委託…………………………（水産政策課）１
○家畜伝染病発生の届出……………………………（家畜防疫対策課）２
○道路の区域の変更…………………………………（道路保全課）２
○道路の占用を制限する区域の指定………………（　　〃　　）２
○港湾法に基づき撤去した工作物等の保管……………（港湾課）２
　　　公　　　告

宮崎県告示第 276号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条（中国残留邦人等の
円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶
者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項
においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により、
医療扶助及び医療支援給付のための医療を担当させる機関を次のと
おり指定した。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 277号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２（第55条第２項
において準用する同法第50条の２）（中国残留邦人等の円滑な帰国
の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の
支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてそ
の例によるものとされた場合を含む。）の規定により、指定医療機
関から次のとおり廃止した旨の届出があった。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 指定年月日

訪問看護ステ－シ
ョンＭａｈａｌｏ

東臼杵郡門川町須賀崎
３丁目23番地

令和４年３月28日

名　　称 所　　在　　地 廃止年月日

濱田歯科医院 都城市蔵原町１街区12
号

令和４年３月15日

医療法人小林歯科
医院

串間市大字西方5765－
１

令和４年３月20日

しろやま調剤薬局 延岡市本小路91番地20 令和４年３月21日

小玉共立外科 日南市吾田東10丁目４
番１号

令和４年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 278号
　林業種苗法（昭和45年法律第89号）第10条第３項の規定により、
次のとおり林業用種苗生産事業者の登録をした。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 279号
　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 158条第１項の規定
により、歳入の収納の事務を次のとおり委託した。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

登録

番号

生産事業者の氏名

又は名称及び住所

生産事業の内容 事務所の名称

及び所在地　種穂 苗　木

1402 河野　元博
児湯郡川南町川南
 19159−１

採取 幼苗の育
成

霧島Ｓｅｅｄｌｉ
ｎｇ
児湯郡川南町川南
 19159−１

委 託 し た
収 納 事 務 委　託　先 委　託　期　間

沿岸漁業改
善資金貸付

九州信用漁業協同組合連
合会宮崎統括支店

令和４年４月１日から
令和５年３月31日まで
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金に係る債
権について
の保全及び
取立てに関
する事務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 280号
　家畜伝染病予防法（昭和26年法律第 166号）第13条第１項の規定
により、次のとおり家畜伝染病が発生した旨の届出があった。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 281号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和４年４月14日から同年同月28日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 282号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第37条第１項の規定により、次
のとおり道路の占用を制限する区域を指定する。
　なお、関係図面は、令和４年４月14日から同年同月28日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　道路の種類及び路線名並びに占用を制限する区域

家畜伝染
病の種類

家畜の
種　類

患畜及び疑
似患畜の区
分

頭数 発生場所 発生年月日

腐
ふ そ

蛆病
びょう

蜜蜂 － ５群 国富町 令和４年
３月18日

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

国道  265号 児湯郡西米
良村大字村
所字笹尾 5
88番４から
同郡同村同
大字同字 5
88番４まで

旧  4.2～
 6.9

40.2

新  5.0～
26.5

40.2

道路の種類 路線名 占用を制限する区域

国道  265号 児湯郡西米良村大字村所字笹尾 588番
４から同郡同村同大字同字 588番４ま

で

２　制限の対象とする占用物件
　　新たに地上に設ける電柱（占用の制限の開始の期日より前に占
　用を認められた電柱の更新又は移設によるもの及び県が認めた仮
　設電柱を除く。）
３　占用を制限する理由
　　緊急輸送道路の占用を制限することにより、災害が発生した場
　合における被害の拡大を防止するため。
４　占用の制限の開始の期日
　　令和４年４月29日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 283号
　港湾法（昭和25年法律第 218号）第56条の４第３項の規定により
、同条第２項の規定により撤去した工作物及び船舶その他の物件（
以下「工作物等」という。）を保管した。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　工作物等の名称又は種類、形状及び数量等

名称又は種類、
形状及び数量　

放置等されてい
た場所

撤去した日時

船舶の種類：無動力船
船長：約４ｍ
幅：約１ｍ
色：白色
船体素材：ＦＲＰ
数量：１隻

日向市大字細島
字伊勢町1020番
４地先（防波堤
）

令和４年２月25日
午前11時10分

２　工作物等の保管を始めた日時
　　令和４年２月25日午前11時45分
３　工作物等の保管場所　
　　日向市大字日知屋字片ヶ浜3379番44（細島港商業港地区内）
４　保管した工作物等の返還
　⑴　返還期限
　　　令和４年８月27日。ただし、令和４年５月27日までに返還の
　　申出がない場合には、工作物等を売却してその代金を保管し、
　　又は工作物等を廃棄することがある。
　⑵　返還の申出及び問合せ先
　　　宮崎県北部港湾事務所総務課管理担当　日向市大字日知屋字
　　新開 17371の２　
　　　電話番号0982（52）5366
　⑶　費用負担
　　　工作物等の撤去、保管、売却その他の措置に要した費用は、
　　当該工作物等の返還を受けるべき所有者、占有者その他当該工
　　作物等について権原を有する者その他港湾管理者が当該措置を
　　命ずべき者の負担とする。

公　　　　　告

　測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第
14条第２項の規定により、串間市長から次のとおり公共測量が終了
した旨の通知があった。
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　　令和４年４月14日	
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　作業の種類
　　公共測量（航空レーザ測量）
２　作業地域
　　宮崎県串間市
３　作業終了日
　　令和４年３月25日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用
する同法第20条第１項の規定により都市計画の図書の写しの送付を
受けたので、同法第21条第２項において準用する同法第20条第２項
の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供する。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　都市計画を定める者の名称
　　宮崎市
２　都市計画の種類及びその名称
　　宮崎広域都市計画公園
　　２・２・ 149号　飯田１号街区公園
　　２・２・ 150号　飯田２号街区公園
　　２・２・ 151号　飯田４号街区公園
　　２・２・ 170号　飯田３号街区公園
　　２・２・ 172号　飯田５号街区公園
　　２・２・ 173号　松小路１号街区公園
３　縦覧場所
　　宮崎県県土整備部都市計画課
　　宮崎県宮崎土木事務所
　　宮崎県高岡土木事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用
する同法第20条第１項の規定により都市計画の図書の写しの送付を
受けたので、同法第21条第２項において準用する同法第20条第２項
の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供する。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　都市計画を定める者の名称
　　宮崎市
２　都市計画の種類及びその名称
　⑴　種類
　　　宮崎広域都市計画道路
　⑵　名称
　　　３・４・20号大塚通線
３　縦覧場所
　　宮崎県県土整備部都市計画課及び宮崎県宮崎土木事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用
する同法第20条第１項の規定により都市計画の図書の写しの送付を
受けたので、同法第21条第２項において準用する同法第20条第２項
の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供する。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　都市計画を定める者の名称
　　宮崎市

２　都市計画の種類及びその名称
　⑴　種類
　　　宮崎広域都市計画道路
　⑵　名称
　　　３・５・31号飯田坂下線
　　　３・５・32号飯田通線
　　　３・５・33号井上中山線
３　縦覧場所
　　宮崎県県土整備部都市計画課及び宮崎県高岡土木事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用
する同法第20条第１項の規定により都市計画の図書の写しの送付を
受けたので、同法第21条第２項において準用する同法第20条第２項
の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供する。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　都市計画を定める者の名称
　　宮崎市
２　都市計画の種類及びその名称
　⑴　種類
　　　宮崎広域都市計画道路
　⑵　名称
　　　３・６・７号神宮東通線
３　縦覧場所
　　宮崎県県土整備部都市計画課及び宮崎県宮崎土木事務所

公安委員会公告

宮崎県公安委員会公告第６号
　警備業法（昭和47年法律第 117号）第23条に規定する警備員又は
警備員になろうとする者を対象とする検定を、鹿児島県公安委員会
と共同で、次のとおり実施する。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　宮崎県公安委員会委員長　島　津　久　友
１　検定の種別、級及び検定実施日時

種　別 級 実　　　施　　　日　　　時

雑踏警備業務 １級 令和４年７月27日（水）午前９時から午
後５時ころまで

　　※　当日の受付は、午前８時30分から午前９時までの間に済ま
　　　せること。
２　実施場所
　　鹿児島県鹿児島市鴨池新町10番１号
　　鹿児島県警察本部
３　定員
　　15人（受付先着順とする。）
４　受検資格　
　　宮崎県内に住所を有する者又は宮崎県内の営業所に属している
　警備員で、次のいずれかに該当するもの
　⑴　警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規
　　則第20号。以下「検定規則」という。）第８条第１号に該当す
　　る者
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　⑵　検定規則第８条第２号に該当する者として、都道府県公安委
　　員会から雑踏警備業務に係る１級検定受検資格認定書の交付を
　　受けているもの
５　検定申請手続
　⑴　受付期間
　　　令和４年５月９日（月）から同年５月20日（金）まで（土曜
　　日及び日曜日を除く。）の午前９時から午後５時まで
　⑵　検定申請書等提出先
　　　受検者の住所地又はその属する営業所の所在地を管轄する警
　　察署（郵送による提出は認めない。）
　⑶　提出書類
　　ア　検定申請書　１通
　　イ　住所地を疎明する書面（宮崎県内に住所を有する者に限る
　　　。）
　　ウ　当該営業所に属していることを疎明する書面（宮崎県外に
　　　住所を有し、宮崎県内の営業所に属する警備員に限る。）
　　エ　写真２枚（申請前６月以内に撮影した縦 3.0センチメート
　　　ル、横 2.4センチメートルの大きさの正面、無帽、上三分身
　　　像、無背景で、裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの）
　　オ　雑踏警備業務に係る２級検定合格証明書の写し及び雑踏警
　　　備業務に係る２級検定合格証明書の交付を受けた後、当該種
　　　別の警備業務に従事した期間が１年以上であることを証する
　　　書面（検定規則第８条第１号に規定する者に限る。）
　　カ　雑踏警備業務に係る１級検定受検資格認定書（検定規則第
　　　８条第２号に規定する者に限る。）
　　キ　代理人が提出する場合は、申請者の委任状
６　手数料
　　検定申請書を提出する際、13,000円相当額の宮崎県収入証紙に
　より納付すること。
　　納付された手数料については、受検辞退その他いかなる場合に
　も返還しない。
７　検定の方法等
　　学科試験及び実技試験により行う。
　　なお、学科試験を実技試験の前に行い、学科試験に合格しなか
　った者に対しては実技試験を行わない。
　　また、実技試験においても、試験途中に合格点に達しないこと
　が明らかとなった場合は、その者に対する試験を中断し、以降の
　実技試験は行わない。
　⑴　学科試験の内容
　　ア　警備業務に関する基本的な事項
　　イ　法令に関すること。
　　ウ　雑踏の整理に関すること。
　　エ　雑踏警備業務の管理に関すること。
　　オ　人の雑踏する場所における負傷等の事故が発生した場合に
　　　おける応急の措置に関すること。
　⑵　実技試験の内容
　　ア　雑踏の整理に関すること。
　　イ　雑踏警備業務の管理に関すること。
　　ウ　人の雑踏する場所における負傷等の事故が発生した場合に
　　　おける応急の措置に関すること。
８　その他
　⑴　受検票は、当日検定会場で交付する。
　⑵　受検時に際しては、筆記用具等を持参すること。
　　　なお、雨天時は雨合羽も持参すること。

　⑶　この検定の実施に際して収集する個人情報は、この検定に関
　　する目的以外には使用しない。
　⑷　公示後、社会情勢の変化により、講習実施の見合せ等の措置
　　を講ずる必要が生じた場合には、速やかに県警ホームページに
　　掲載する。
　⑸　本件に関する問合せは、宮崎県警察本部生活安全部生活環境
　　課警備業係（代表電話0985−31−0110）に行うこと。

労働委員会告示

宮崎県労働委員会告示第１号
　労働関係調整法施行令（昭和21年勅令第 478号）第４条及び労働
委員会規則（昭和24年中央労働委員会規則第１号）第68条第１項の
規定により、宮崎県労働委員会のあっせん員候補者の氏名、閲歴等
を次のとおり公表する。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　　　　宮崎県労働委員会会長　山　崎　真一朗
　　　　　　あ　っ　せ　ん　員　候　補　者　名　簿

（令和４年４月４日現在）

氏　　名 現職（又は前職）

山　崎　真一朗 労働委員会公益委員
弁護士

江 藤 修 一 労働委員会公益委員
（宮崎県労働委員会事務局長）

金 丸 憲 史 労働委員会公益委員
特定社会保険労務士

山 口 弥 生 労働委員会公益委員
弁護士

八重尾　　　龍 労働委員会公益委員
弁護士

中 川 育 江 労働委員会労働者委員
日本労働組合総連合会宮崎県連合会　会長

吉 岡 英 明 労働委員会労働者委員
全日本自治団体労働組合宮崎県本部　執行委
員長

西 村 　 仁 労働委員会労働者委員
宮崎交通労働組合　執行委員長

武 井 大 幸 労働委員会労働者委員
全日通労働組合宮崎県支部　執行委員長

今 村 彰 博 労働委員会労働者委員
宮崎トヨタグループ労働組合　執行委員長

工 藤 久 昭 労働委員会使用者委員
宮崎経済同友会　顧問

見 戸 康 人 労働委員会使用者委員
（株式会社テレビ宮崎　常勤監査役）　

河 野 洋 一 労働委員会使用者委員
宮崎県経営者協会　専務理事

関 本 泰 三 労働委員会使用者委員
株式会社宮崎信販　代表取締役社長
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税 田 倫 子 労働委員会使用者委員
株式会社グローバル・クリーン　専務取締役

内　野　浩一朗 労働委員会事務局長

川 野 　 宏 労働委員会事務局調整審査課長

高 野 浩 幸 労働委員会事務局調整審査課課長補佐

宮崎県選挙管理委員会告示第18号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項及び第75条第１
項に規定する選挙権を有する者の総数の50分の１の数並びに同法第
76条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並びに地方教育行政の
組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第 162号）第８条第１項
に規定する選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40
万を超え80万以下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の
１を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得
た数、その総数が80万を超える場合にあっては、その80万を超える
数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40
万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は、令和４年４
月４日現在次のとおりである。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　茂　　　雄　二
　選挙権を有する者の総数の50分の１の数　　　　　　　18,010人
　選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え
80万以下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の１を乗じ
て得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、そ
の総数が80万を超える場合にあっては、その80万を超える数に８分
の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分
の１を乗じて得た数とを合算して得た数）　　　　　　 212,560人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県選挙管理委員会告示第19号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第80条第１項に規定する選挙
権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え80万以
下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の１を乗じて得た
数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、その総数
が80万を超える場合にあっては、その80万を超える数に８分の１を
乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分の１を
乗じて得た数とを合算して得た数）は、令和４年４月４日現在次の
とおりである。
　　令和４年４月14日
　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　茂　　　雄　二
　東臼杵郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,610人

選挙管理委員会告示
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